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(3 ) 池田修=前田雅英「刑事訴訟法J(東京大学出版会・第5版・平成 26年)68頁
注1)，須藤聴「関税法における犯則調査と適正手続」税関研修所論集30号(平成
13年)192頁。
(4 ) 最 (3小〕判平成28年12月9日刑集未登載。
























( 6) 最 (3小)決昭和51年3月16日刑集30巻2号187頁。
(7) 前出・昭和51年最決。


























(10) 土本・前掲注(2 ) 167頁，須藤・前掲注(3)202頁。
(11) 須藤・前掲注(3 ) 191頁。
(12) 臼井・前掲注(2 ) 108頁。
(13) 供述拒否権告知義務を規定してL、なL、国税犯則取締法の規定が憲法38条l項に


















































































































(26) United States v. Ramsey， 431 U. S. 606 (1997). 
尚，この判決に関する邦語での解説として知り得たものに，渥美東洋編『米国刑
事判例の動向IV~ [中野目普則執筆](中央大学出版部・平成24年)480-486頁・
495-501 頁，鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究第 1 巻~ [常本雅文執筆](成文堂・
昭和57年)11-116頁がある。































(29) Wayne R. LaFave， Search and Seizure 5th ed. (2012) pp. 223-230，306-312. 
(30) LaFave， supra note 29 pp.232-242. 
(31) 清水・前掲注(5 )592-593頁。
(32) United States v. Oyekan， 786F. 2d 832 (8th Cir. 1986). 
(33) United States v. Sosa， 469F. 2d 271 (9th Cir. 1972) ; United States v. Mason， 
480F. 2d 563 (1973). 
(34) United States v. Ramos-Saenz， 36F. 3d 59吋62(9th Cir. 1994). 



























































439 頁，酒巻・前向注 (20)499-501 頁，田口守一『刑事訴訟法~ (弘文堂・第6版・































(4[) 大阪高判平成5年12月21日判時 1522号 156頁。
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刑事訴訟法理論と税関検査・関税犯則調査の交錯
室内の屑寵に薬物らしき粉末の入ったビニール袋が捨てられていることを発見
したため，まだ到着ロビー内にいた被告人に再度調室に戻るよう求め，当該袋
に在中していた粉末を仮鑑定したところヘロインである旨の結果が得られた。
被告人は上記ビニール袋が自分の物であることは否認した。税関職員の要請に
基づき，前記民間航空会社女子職員が被告人と共に調室に入り，身辺開示検査
を実施したところ，被告人は自ら進んで全裸になったものの不審な行動が見ら
れたため，当該女子職員が見答めると，被告人は手にしていたビニール袋を指
し出した(第2次検査)。このビニール袋在中の粉末を仮鑑定したところ，ヘロ
インである旨の結果が得られたため，臨場した警察官が被告人を緊急逮捕した。
この事案において大阪高裁は，①全裸に近い状態での身辺開示検査である本
件第 l次検査は違法であるものの，第2次検査の経緯となった事情は，第 1次
検査とは別個独立のものであるから，第1次検査の違法性は第2次検査に影響
を及ぼさず，②第 l次検査後，調室内屑寵から発見されたビニール袋在中の粉
末がヘロインである旨の仮鑑定結果が得られた時点で，捜索令状及び身体検査
令状の発付を受け得る租度の嫌疑が存在し，緊急の必要性もあったことから，
犯則事件の現行犯として関税法 123条 I項により強制的に捜索することも可能
であったものの，任意処分として税関施設内に戻りとどまるよう説得した際に
もこれを強要する言動はなかったこと等を理由として，各ヘロイン粉末の鑑定
書に証拠能力を認めている。
身辺開示検査は身体検査とは異なり，任意調査であるから，本稿I及びEに
おいて言及したように，必要性・緊急性等に鑑み，社会的に相当な手段にとど
まっている場合にのみ許容されることになる。本件被告人の旅具検査場での態
度，所持品から覚醒剤が見つかったことに鑑みれば，第 l次検査自体，既に捜
索令状・身体検査令状の発付によって強制的に実施することも可能だったので
あるから，その違法性は判例法理が伝統的に用いて来た「手順の誤り」に過ぎ
ない叩。刑事事件捜査においても，慎重を期すためか，令状審査に堪える証
(42) 清水・前掲注(39)90-94頁。
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拠を固める迄は任意処分として令状請求しないために，結局，任意処分として
の相当性を欠く措置を採ってしまう事案が散見される。本件事案も同様であっ
たと見るべきで，犯則嫌疑が令状請求に堪える迄高まった場合には，犯則嫌疑
者を説得してとどめ置きつつ，令状請求を急ぐべきであろう。
終わりに
関税法に基づく犯則調査に限らず，行政法上の犯則調査手続は国税犯則取締
法に基づく国税庁による調査，独占禁止法に基づく公正取引委員会による調査，
金融商品取引法に基づく証券等監視委員会による調査等があるが，いずれも任
意調査と強制調査の区別等をめぐって法文が明瞭とは言い難い面がある。また，
平成28年 10月25日開催の政府税制調査会総会での審議を受けて，有識者か
らの意見聴取がなされ， I国税犯則調査手続の見直しについて」と題する意見
が取り纏められ，関税法上の犯則調査手続との平灰を合わせると共に，関連証
拠のデジタjレ・データイヒに対応した規定の整備に向けて準備が始まっている等，
刑事訴訟理論を参考にしつつ，規定の整備，あるいは解釈・運用をなすべき点
が極めて多い。残念乍ら，関税法に関する文献が少ない中，審理部・調査部に
おいて犯則調査に従事する税関職員にとって本稿が些かなりとも役に立てば幸
いである O
付記
本年度を以て御退職になる碓井光明先生，奥脇直也先生，鈴木利庭先生に御捧するに
はあまりにも拙い論文となりましたが，眼疾のため，内外文献の検討が思うに任せない
現状に免じて何卒，御容赦頂ければ幸甚に存じます。碓井先生には，小職の親族に国際
租税法の研究者がいる関係で共通の話題が多く，折に触れて学問的刺激を頂戴致しまし
た。鈴木先生には，医事刑法の国際シンポジウムでの責任者・医師法改正問題をめぐる
シンポジウムのパネリスト・日本医事法学会の実行委員長に起用して頂き，貴重な経験
を数多くさせて頂きました。奥脇先牛ーとは，教務委員会の前動等を通じて教育者・研究
者としての在り方を教えて頂きました。先生方が今後も御健康で御活躍 Iごさいますこと
を心より祈念、致します。
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